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平成 16年 9月期  中間決算短信（連結） 平成 16年 5月 17日  

 
上 場 会 社 名        浜松ホトニクス株式会社 上 場 取 引 所 東京 
コ ー ド 番 号         6965 本社所在都道府県 静岡県 
   (URL  http://www.hpk.co.jp/Jpn/annualr/annual.htm) 
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 晝馬輝夫 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理部長 氏名 鈴木志明 ＴＥＬ(053) 452-2141 
中間決算取締役会開催日 平成 16年 5月 17日 
米国会計基準採用の有無 無 

 
１． 16 年 3 月中間期の連結業績（平成 15 年 10 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 

(1)連結経営成績             （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高       営 業 利 益       経 常 利 益       

 
 16年 3月中間期 
 15年 3月中間期 

 百万円 ％

 34,068 8.4
 31,423 2.6

 百万円 ％

 4,319 61.7
  2,672 △18.6

 百万円 ％

 4,391 57.0
 2,797 △23.3

 15年 9月期  60,919  4,089  4,172 
 
 

中間（当期）純利益 
１株当たり中間         
（当期）純利益         

潜在株式調整後１株当            
たり中間（当期）純利益 

 
 16年 3月中間期 
 15年 3月中間期 

 百万円 ％

 2,122 76.5
 1,202 △24.8

円 銭 

32.06 
17.75 

 円 銭 
29.04 
16.45 

 15年 9月期  1,622 23.09 21.13 
(注)①持分法投資損益 16年 3月中間期   48百万円 15年 3月中間期  28百万円 15年 9月期   52百万円 
    ②期中平均株式数(連結) 16年 3月中間期 66,184,827 株 15年 3月中間期 67,743,151株 15年 9月期 67,627,334株 
    ③会計処理方法の変更   有 
    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
 16年 3月中間期 
 15年 3月中間期 

百万円 

112,533 
116,516 

百万円

50,497 
52,112 

％ 

44.9 
44.7 

円 銭

765.21 
767.96 

 15年 9月期 112,269 51,009 45.4 758.92 
(注)期末発行済株式数(連結) 16 年 3月中間期 65,991,718株 15年 3月中間期 67,858,945株 15年 9月期 67,132,498株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による         

キャッシュ･フロー 

投資活動による         

キャッシュ･フロー 

財務活動による         

キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物
期 末 残 高         

 
 16年 3月中間期 
 15年 3月中間期 

百万円 

6,701 
6,117 

百万円

△ 2,086 
△ 6,615 

百万円 

△ 3,210 
△ 1,240 

百万円

17,956 
21,642 

 15年 9月期 9,468 △ 10,496 △ 5,674 16,650 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数 21 社   持分法適用非連結子会社数 0 社   持分法適用関連会社数 4 社 

 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結（新規） 2 社  （除外） 0 社    持分法（新規） 0 社 （除外） 0 社 

 
２．16年 9月期の連結業績予想（平成 15年 10月 1日～平成 16年 9月 30日） 

 売 上 高       経 常 利 益       当期純利益       

 
通  期 

百万円

69,100 
百万円

8,100 
百万円

3,500 
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  53円 04銭 

http://www.hpk.co.jp/Jpn/annualr/annual.htm


１．企業集団の状況 

 
 当社グループは、浜松ホトニクス株式会社（当社）、子会社２１社及び関連会社５社で構成されており、光

電子増倍管、イメージ機器および光源、光半導体素子、画像処理・計測装置等の光関連製品の製造、販売を

主な事業とし、かつ、これらに付帯する事業を営んでおります。 

 当社グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。 

（１）光電子部品事業 

  ａ．光電子増倍管、イメージ機器および光源 

当社が製造販売すると共に、子会社のハママツ・コーポレーション、ハママツ・ホトニクス・ド

イチュラント・ゲー・エム・ベー・ハー、ハママツ・ホトニクス・フランス・エス・ア・エール・

エル他海外子会社を通じ販売しております。また、当社は、光電子増倍管につきましては、国内

子会社の高丘電子㈱、浜松電子プレス㈱、海外子会社の北京浜松光子技術有限公司より原材料ま

たは加工部品を仕入れており、光源につきましては、国内子会社の㈱光素より原材料または加工

部品を仕入れております。 

  ｂ．光半導体素子 

当社が製造販売すると共に、子会社のハママツ・コーポレーション、ハママツ・ホトニクス・ド

イチュラント・ゲー・エム・ベー・ハー、ハママツ・ホトニクス・フランス・エス・ア・エール・

エル他海外子会社を通じ販売しております。また、当社は、国内関連会社の浜松光電㈱より原材

料または加工部品を仕入れております。 

（２）計測機器事業 

    画像処理・計測装置 

当社が製造販売すると共に、子会社のハママツ・コーポレーション、ハママツ・ホトニクス・ド

イチュラント・ゲー・エム・ベー・ハー他海外子会社を通じ販売しております。 

（３）その他事業 

子会社の㈱光ケミカル研究所が営む医療用薬剤の研究開発事業及び㈱磐田グランドホテルが営む

ホテル事業が含まれております。 

 
 上記の各事業区分に属する主要な製品の名称につきましては以下のとおりであります。 

事 業 区 分       主 要 な 製 品                          

光電子部品       

光電子増倍管、イメージ機器および光源（X線イメージインテンシファイア、マイクロ
チャンネルプレート、重水素ランプ、ＵＶスポット光源、マイクロフォーカスＸ線源）、

光半導体素子（フォトダイオード、赤外線検出素子、イメージセンサ、発光素子、フォ

トＩＣ、フォトカプラ） 

計 測 機 器       
画像処理・計測装置（特殊ビデオカメラ、汎用画像処理装置、極微弱光画像計測装置、

超高速測光装置、光学顕微鏡用画像処理装置、非破壊検査装置） 

そ の 他       医療用薬剤の研究開発、ホテル事業 

 

 2



当社グループの事業の状況についての概略図は次のとおりであります。 
 

光

電

子

部

品

事

業 

計

測

機

器

事

業 

そ
の
他
事
業

浜

松

ホ

ト

ニ

ク

ス

株

式

会

社

 

※１ 北京浜松光子技術有限公司 
※１ 高 丘 電 子 ㈱ 
※１ ㈱ 光 素 
※１ 浜 松 電 子 プ レ ス ㈱ 
※２ 浜 松 光 電 ㈱ 
※２ 長 窯 ㈱ 

（製造会社） 

製品・原材料 

原材料または 
加工部品 

※１ ハママツ・コーポレーション 
※１ ハママツ・ホトニクス・ドイチュラント・ 

ゲー・エム・ベー・ハー 
※１ ハママツ・ホトニクス・フランス・ 

エス・ア・エール・エル 
※１ ハママツ・ホトニクス・ユー・ケイ・リミテッド
※１ ハママツ・ホトニクス・ノルデン・エイ・ビー 
※１ ハママツ・ホトニクス・イタリア・ 

エス・アール・エル 

（販売会社） 

製品 

製品 

※１ ㈱ 磐田グランドホテル 
※１ ㈱ 光 ケ ミ カ ル 研 究 所 

※１ ユニバーサル・スペクトラム・ 
   コーポレーション 

（物品販売会社） 
材料 

（製造会社） 
※１ インスペックス・インク 
※１ コンピックス・インク 
※２ エジンバラ・インスツルメンツ・リミテッド 

顧

客

 
 
 
 
 
 

（その他） 

※１ 中国健康産業㈱ 
※１ 抗州浙大浜松光子科技有限公司 
※１ ホトニクス・マネージメント・コーポ（米国持株会社） 
※１ ホトニクス・リサーチ・コーポ 
※１ ホトニクス・ハワイ・コーポレーション 
※１ スペクトロ・ソリューションズ・アー・ゲー 
※２ ハママツ／クィーンズ・ＰＥＴ・イメージング・センター 
※３ メントール・マリン・インク 

（注）※１ 連結子会社 
※２ 持分法適用関連会社 
※３ 持分法非適用関連会社 
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２．経 営 方 針        

 
（１）経営の基本方針 

当社は、光検出器、光源および画像技術等の基礎技術において、世界に通じるトップレベルの製

品を造ることで光子工学（ホトニクス）の応用技術の開発とその応用技術を用いた新しい光産業の

創出を目指しております。しかしながら、光と物質との相互作用は自然界における種々の現象の基

礎ですが、そのほとんどの部分は学術的に未知未踏であるが故に、新規産業創出のための基礎技術

を生み出す宝庫でもあります。当社は、このように無限の可能性のある光をキーテクノロジーとし

て、当社が長年にわたり培ってきた知識を基に新たな光技術を開発し、これを基礎として日本発の

新産業を興すことで、人類に貢献することを基本理念としております。 
 

（２）利益配分に関する基本方針 
当社の利益配当につきましては、安定的な配当の継続を基本としつつ、株式分割による実質的な

増配や自己株式の取得などの株主還元政策を積極的に実施してまいりました。今後も１株当たり利

益、キャッシュフロー等の水準および業績等を総合的に判断することで配当金額を決定したいと考

えております。また、２１世紀における光のリーディングカンパニーとしての地位を確立するため、

今後とも積極的な研究開発投資等を行う考えであり、内部留保はこのような源泉として高水準に維

持してまいりたいと考えております。 
 

（３）株式投資単位の引下げに関する考え方 
当社は、既に平成１０年２月に株式投資単位を従来の１，０００株から１００株に変更しており

ます。その結果、個人投資家層の拡大および株式の流動性において、当初の目的は達成しているも

のと考えております。現段階におきましては、投資単位の更なる引き下げについての検討はしてお

りません。 

 

（４）中長期的な経営戦略 
当社は、光についての新しい知識を創造し、光技術を発展させ、光産業を隆盛にし、以って全世

界人類を真の健康にするため、バイオ、医療、エネルギー、生命科学、遺伝子工学、通信、情報、

農業、宇宙の分野において、引続き基礎研究・応用研究を推進してまいります。２１世紀は企業に

とって、真の新しい知識は利益の源泉であるとの認識のもと、日本発の新たな光産業の創成により、

大量生産を視野に入れた技術開発、市場開発を積極的に行うことで収益を拡大させるとともに、投

下資本に対する収益性の向上に努めることで、企業価値の増大を達成してまいります。そのための

経営指標として、当社は、総資本当期純利益率（ＲＯＡ：売上高利益率×総資本回転率）を重要視

してまいります。 

 

＜健康社会の実現に向けた取り組み＞ 

当社は、多くの人々が健康な生活を送ることができる健康社会を実現することを目標に掲げ、

長年にわたり PET（ポジトロンエミッショントモグラフィー）の研究開発を進めてまいりまし

た。その第一歩として、PET を実際の検診に用いるべく、財団法人浜松光医学財団を設立し、

準備を進めておりますことは既に株主の皆様にはご報告のとおりでございます。 
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PET を用いた腫瘍診断の有効性は、既に平成 15 年 4 月から肺がん、乳がん等の悪性腫瘍 10

疾患とその他 2疾患に対する FDG-PET 検査に対して保険適用が開始されたことからも明らかで

す。同財団においては、これらの疾病の早期発見の可能性およびその医療経済効果などを検証

することを目的として平成 15年 8月から平成 16年 3月末までの 8ヶ月間に当社従業員約 1300

名に対してPET/X線CT/MRI(磁気共鳴映像装置)を総合的に用いた研究検診を実施いたしました。 

この研究検診の中間報告では、従来のがん検診と比較して、10 倍近い高い率でがん等を発見

できるというデータが確認されております。 

また PET を用いた検診では、全身の検査が一度にできることなどから、過去にがんを治療さ

れた方の再発・転移の発見に有効であることがわかりました。 

今後は、この研究検診プログラムを 5 年間継続して様々な検証を行うとともに、PET 検診の

前段階にて実施される尿や呼気などによるスクリーニング法とを組み合わせることで、多くの

方々を対象に提供でき、かつ費用対効果の大きな検診システムの構築を目指してまいります。 

 

（５）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

当社のコーポレートガバナンス（企業統治）に関する基本的な考え方は、光科学・光技術

の産業創成に向けて、企業価値を継続的に高めていくという経営の基本方針を実現するために、

経営上の組織体制や仕組みを整備するとともに、人類未知未踏分野を切り開くために必要な戦

略・施策を実施していくということであり、経営上の重要な課題と位置付けております。また、

当社は、コーポレートガバナンスの基盤は、経営陣から従業員にいたるまで共有できる価値観

の創造にあると考えており、創業以来、株主、取引先、地域社会、従業員等の社内外のステー

クホルダー（利害関係者）に向けて、明確な経営方針を公表することで、経営陣から一般従業

員にわたるまで、目標達成に向けて粘り強く前進する強い意志と高い意欲を持つ当社特有の企

業文化を育んでまいりました。さらに、経営方針に対する進捗状況や実績をできるだけ早くま

た公明正大に開示することで、経営の責任を明確にし、コーポレートガバナンスの充実を図っ

てまいりました。 

具体的には、当社はグローバル化した経営環境の中で、取締役会（１１名で構成、うち社外

取締役１名を含む）を経営の基本方針および経営に関する重要事項の決定ならびに業務執行状

況の監視・監督を行う機関として位置づけております。取締役会は、毎月一回の定例開催と、

機動的な臨時開催を行うことで、迅速な意思決定、戦略性の向上、透明性の確保を図ることと

し、十分な協議により適正、的確な意思決定を行い、業務執行の状況を監督しております。ま

た、当社は監査役制度を採用しており、監査役会は監査役３名のうち１名を社外監査役とした

監査体制としております。監査役は取締役会および社内外の重要な会議に出席するほか、取締

役等から営業の報告を聴取することで、グローバルな企業グループの業務および財産の状況を

監査しております。この他に当社では、内部監査室を設置し、社内における業務の妥当性と効

率性の観点から内部監査を実施し、その結果を報告させるとともに業務改善を図っております。 

今後とも当社の経営方針に則り、コーポレートガバナンスの充実に向けて積極的に取り組ん

でまいります。 

 

 

5 



３．経営成績及び財政状態 
 

Ⅰ．経営成績 

（１）当中間期の概況 

当中間期におけるわが国の経済は、企業収益は改善の動きがみられ、設備投資も緩やかながら回復に

向かっておりますものの、雇用・所得環境に目立った改善は見られず、個人消費は依然低迷を続けるな

ど、厳しい状況の中で推移いたしました。一方、海外におきましては、米国経済は企業収益の改善など

を背景に回復傾向を見せました。また、欧州ならびにアジア経済につきましても総体的に回復基調の中

で推移しました。 

このような状況におきまして、当社は、長年培ってきた独自の知識や技術をもって新規応用、市場開

発を図りつつ、お客様のニーズを先取りした高付加価値製品の提供を積極的に進めることで、売上高お

よび利益の拡大に全社をあげて努力してまいりました。 

この結果、当中間期の業績につきましては、売上高は 34,068 百万円と前年同期に比べ 2,644 百万円

（8.4％）の増加となりました。また、利益面につきましても、経常利益は 4,391 百万円と前年同期に比

べ 1,594 百万円（57.0％）増加し、中間純利益につきましても、2,122 百万円と前年同期に比べ 919 百

万円（76.5％）増加し、増収増益となりました。 

 

（２）セグメント別の状況（売上高につきましては、セグメント間の売上高を含んでおります。） 

① 事業区分別の販売状況 

ａ．光電子部品事業 

光電子増倍管は、ＰＥＴ用光電子増倍管が売上げを拡大したことをはじめとして、分析、計測、

学術等の各分野において順調に売上げを伸ばしました。 

イメージ機器および光源は、主に産業分野において、国内の半導体市場における設備投資回復の

影響もあり、小型・高密度化した電子部品内部の異常や欠陥を発見するＸ線非破壊検査用として、

マイクロフォーカスＸ線源がその性能・信頼性などを高く評価され売上げを大きく伸ばしました。

また、パソコン・ＡＶ機器の需要拡大により、ＤＶＤ用などの光ピックアップ部品の生産ラインに

おける紫外線接着用として、メンテナンス性・高輝度・省エネを同時に実現したＵＶスポット光源

の売上げが大幅に増加いたしました。 

光半導体素子は、Ｘ線ＣＴ用のシリコンフォトダイオードが引続き堅調に推移いたしました。ま

た、歯科用のＣＣＤイメージセンサが、従来のＸ線フィルムを用いた撮影に比べ、Ｘ線照射量が少

ないことや、撮影した画像をデジタルデータとして直ぐに見ることができることから近年需要が高

まっており、この要求に応えた当社独自の大型ＣＣＤイメージセンサが市場において高く評価され

売上げを大幅に伸ばしました。一方、自動車の電子化が進む中で、従来からの用途である日射セン

サやステアリングセンサ向けが好調に推移したことに加えて、新たに自動車内光ネットワーク用の

フォトＩＣが売上げに寄与し始めました。 

この結果、売上高は 27,928 百万円（前年同期比 6.5％増）、営業利益は 8,132 百万円（前年同期

比 18.3％増）となりました。 
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ｂ．計測機器事業 

デジタルカメラは欧米においてＯＥＭを開始したことなどから堅調な売上げを見せるとともに、

半導体故障解析装置が半導体業界の設備投資回復に伴い、主に国内を中心として売上げを大幅に伸

ばしました。また、食品異物検査用のＸ線ラインセンサやＬＥＤ選別装置用のＰＭＡ（マルチチャ

ンネル検出器）も、市場のニーズに対応した製品を投入することで順調に売上げを伸ばしました。 

この結果、売上高は 6,189 百万円（前年同期比 19.5％増）、営業利益は 1,086 百万円（前年同期

比 3,257.5％増）となりました。 

ｃ．その他事業 

当中間期の売上高は328百万円（前年同期比13.0％減）、営業損失は75百万円（前年同期比26.5％

増）となりました。 

 

② 所在地別セグメントの販売状況 

国内では、産業分野においては、半導体市場における設備投資回復の影響もあり、半導体故障解

析装置及びＸ線非破壊検査用としてマイクロフォーカスＸ線源が売上げを伸ばしました。また、医用

分野においては、Ｘ線ＣＴ用のシリコンフォトダイオード及び歯科用のＣＣＤイメージセンサが売上

げを伸ばしました。さらに、学術研究分野においては、光電子増倍管が売上げを伸ばしました。この

結果、売上高 30,330 百万円（前年同期比 10.7％増）、営業利益 8,110 百万円(前年同期比 30.8％増)

となりました。 

北米は、ＰＥＴ用など医用分野における光電子増倍管は順調に売上げを伸ばしたものの、産業分

野における非破壊検査用及び医用分野におけるＸ線ＣＴ用としてのシリコンフォトダイオードの売

上げが減少したことに加え、海外子会社の売上高を換算する対米ドルの為替相場が円高となったこと

などにより、売上高は減少しております。この結果、売上高 7,334 万円（前年同期比 5.0％減）、営

業利益 44 百万円（前中間期は営業損失 138 百万円）となりました。 

欧州は、産業分野における半導体故障解析装置の売上げが伸びた他、医用分野向けを中心に光半

導体素子の売上げが堅調に推移しました。この結果、売上高 5,929 百万円（前年同期比 16.9％増）、

営業利益 820 百万円（前年同期比 40.5％増）となりました。 

その他の地域では、売上高 452 百万円（前年同期比 54.6％増）、営業利益 35 百万円（前年同期比

4.8％減）となりました。 
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（３）通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、輸出、設備投資を中心に国内経済は緩やかに回復すると期待されてお

りますものの、不透明な国際情勢や長期化する個人消費の停滞など懸念材料も多く、国内経済の先行き

は依然として楽観視できない状況にあると認識しております。 

通期の業績予想につきましては、当中間期実績及び下半期の受注状況を鑑み、平成 16 年３月に公表

した業績見通しを見直し、通期連結売上高 691 億円（前期比 13.4％増）、通期連結経常利益 81 億円（前

期比 94.1％増）、通期連結当期純利益 35 億円（前期比 115.7％増）を見込んでおります。 

① 連結業績予想 （単位：百万円） 

期 別    

項 目    

前回発表予想 

（Ａ） 

今回修正予想

（Ｂ） 

増減額 

（Ｂ－Ａ） 
増減率（％） 前期実績 

売 上 高       67,300 69,100 1,800 2.7％ 60,919 

営 業 利 益       6,700 7,900 1,200 17.9％ 4,089 

経 常 利 益       6,900 8,100 1,200 17.4％ 4,172 

当期純利益       2,900 3,500 600 20.7％ 1,622 

 

② 単独業績予想 （単位：百万円） 

期 別    

項 目    

前回発表予想 

（Ａ） 

今回修正予想

（Ｂ） 

増減額 

（Ｂ－Ａ） 
増減率（％） 前期実績 

売 上 高       59,300 60,700 1,400 2.4％ 53,295 

営 業 利 益       5,100 6,300 1,200 23.5％ 3,393 

経 常 利 益       6,000 7,100 1,100 18.3％ 4,050 

当期純利益       3,350 4,000 650 19.4％ 1,801 

 

Ⅱ．財政状態 

当中間期のキャッシュ・フローの概況 

当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローは 6,701 百万円となりました。売上債権の増加などは

あったものの、税金等調整前中間純利益、仕入債務及び減価償却費の増加などにより、前年同期と比較

して、583 百万円の増加となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは△2,086 百万円となりました。前年同期と比較しますと、有形

固定資産取得による支出の増加はあったものの、３ヶ月超の定期預金の払戻しによる収入、及び投資有

価証券・子会社株式の取得による支出の減少などにより、4,528 百万円の支出減となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローについては、△3,210 百万円となりました。前年同期と比較しま

すと、自己株式の取得による支出が増加したことなどにより 1,970 百万円の支出増となりました。 

以上により、当中間期末における現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べて1,306百万円増加し、

17,956 百万円となりました。 
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４．中間連結財務諸表等 
（１）中間連結貸借対照表 

（単位：百万円） 
当 中 間 期       

(平成16年3月31日現在)

前 中 間 期       

(平成15年3月31日現在) 

前 期       

(平成15年９月30日現在)

期 別    

 

科 目    金 額      構成比 金 額      構成比 金 額      構成比

  ％  ％  ％

 【資 産 の 部      】     

Ⅰ流 動 資 産         53,667 47.7 57,255 49.1 52,620 46.9

 1.現 金 及 び 預 金             18,334 24,014  19,046 

 2.受 取 手 形 及 び 売 掛 金             18,976 17,209  17,232 

 3.た な 卸 資 産             12,611 13,000  12,792 

 4.繰 延 税 金 資 産             2,340 1,873  1,990 

 5.そ の 他             1,485 1,279  1,664 

 6.貸 倒 引 当 金             △ 80 △ 123  △ 106 

     

Ⅱ固 定 資 産         58,866 52.3 59,261 50.9 59,649 53.1

(1)有 形 固 定 資 産          48,241 42.9 47,685 40.9 47,089 41.9

 1.建 物 及 び 構 築 物             19,968 19,971  19,306 

 2.機 械 装 置 及 び 運 搬 具             9,201 9,130  9,560 

 3.工 具 、 器 具 及 び 備 品             4,269 3,920  3,760 

 4.土 地             13,487 13,264  13,243 

 5.建 設 仮 勘 定             1,314 1,399  1,217 

     

(2)無 形 固 定 資 産          1,116 1.0 1,277 1.1 1,166 1.0

     

(3)投資その他の資産          9,508 8.4 10,298 8.9 11,392 10.2

 1.投 資 有 価 証 券             4,037 2,421  3,821 

 2.投 資 不 動 産 等             486 2,325  2,870 

 3.繰 延 税 金 資 産             3,837 4,387  3,517 

 4.そ の 他             1,163 1,180  1,200 

 5.貸 倒 引 当 金             △ 17 △ 16  △ 17 

     

資 産 合 計           112,533 100.0 116,516 100.0 112,269 100.0
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（単位：百万円） 

当 中 間 期       

(平成16年3月31日現在)

前 中 間 期       

(平成15年3月31日現在) 

前 期       

(平成15年９月30日現在)

期 別    

 

科 目    金 額      構成比 金 額      構成比 金 額      構成比

  ％  ％  ％

 【負 債 の 部      】     

Ⅰ流 動 負 債         28,566 25.4 27,432 23.5 24,135 21.5

 1.支 払 手 形 及 び 買 掛 金             10,080 8,467  8,349 

2.短期借入金（一年以内             

 返済予定長期借入金含む） 
9,335 8,748  6,174 

 3.一年以内償還転換社債             196 57  308 

 4.未 払 法 人 税 等             1,991 1,814  815 

 5.製 品 保 証 引 当 金             7 34  17 

 6.賞 与 引 当 金             2,053 1,905  2,128 

 7.設 備 購 入 支 払 手 形             1,150 1,937  2,918 

 8.そ の 他             3,753 4,466  3,423 

Ⅱ固 定 負 債         32,871 29.2 36,531 31.4 36,661 32.7

 1.転 換 社 債             19,107 19,423  19,110 

 2.長 期 借 入 金             2,798 7,046  6,846 

 3.退 職 給 付 引 当 金             9,644 8,895  9,327 

 4.役 員 退 職 慰 労 引 当 金             1,251 1,085  1,303 

 5.そ の 他             71 80  74 

負 債 合 計           61,438 54.6 63,963 54.9 60,797 54.2

 【少数株主持分】     

少 数 株 主 持 分           597 0.5 440 0.4 462 0.4

 【資 本 の 部      】     

Ⅰ資 本 金           15,982 14.2 15,895 13.6 15,925 14.2

Ⅱ資 本 剰 余 金           15,733 14.0 15,647 13.4 15,675 14.0

Ⅲ利 益 剰 余 金           23,013 20.5 21,170 18.2 21,247 18.9

Ⅳその他有価証券評価差額金 825 0.7 △ 22 △0.0 712 0.6

Ⅴ為替換算調整勘定           △ 1,367 △1.2 △ 567 △0.5 △ 1,157 △1.0

Ⅵ自 己 株 式           △ 3,689 △3.3 △ 10 △0.0 △ 1,394 △1.3

資 本 合 計           50,497 44.9 52,112 44.7 51,009 45.4

負債、少数株主持分           

及 び 資 本 合 計           
112,533 100.0 116,516 100.0 112,269 100.0
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（２）中間連結損益計算書 

（単位：百万円） 
 当中間期 前中間期   前   期 

( 
自 平成15年10月１日

至 平成16年３月31日
) (

自 平成14年10月１日 

至 平成15年３月31日 
) ( 

自 平成14年10月１日

至 平成15年９月30日
)

期 別    

 

科 目    金 額      百分比 金 額      百分比 金 額      百分比

  ％  ％  ％

 Ⅰ売 上 高           34,068 100.0 31,423 100.0 60,919 100.0

 Ⅱ売 上 原 価           16,575 48.7 15,836 50.4 30,933 50.8

   売 上 総 利 益            17,492 51.3 15,587 49.6 29,985 49.2

 Ⅲ販売費及び一般管理費 13,172 38.6 12,915 41.1 25,896 42.5

   営 業 利 益            4,319 12.7 2,672 8.5 4,089 6.7

 Ⅳ営 業 外 収 益           344 1.0 386 1.2 739 1.2

 1.受取利息及び配当金            25 45  84 

 2.固 定 資 産 賃 貸 収 入            83 85  150 

 3.投資不動産等賃貸収入            144 129  264 

 4.持分法による投資利益            48 28  52 

 5.その他の営業外収益            42 98  188 

 Ⅴ営 業 外 費 用           273 0.8 262 0.8 657 1.1

 1.支 払 利 息            158 174  333 

 2.投資不動産等に係る諸費用 59 54  213 

 3.為 替 差 損            30 15  83 

 4.その他の営業外費用            25 17  27 

   経 常 利 益            4,391 12.9 2,797 8.9 4,172 6.8

 Ⅵ特 別 利 益           25 0.1 40 0.1 81 0.2

 Ⅶ特 別 損 失           964 2.9 477 1.5 593 1.0

 1.固定資産売却及び除却損 42 107  146 

 2.子 会 社 整 理 損            817 ―  ― 

 3.大学院大学設立準備費用            105 ―  ― 

 4.投資有価証券評価損            ― 187  32 

 5.過年度役員退職慰労引当金繰入額 ― 182  364 

 6.そ の 他 の 特 別 損 失            ― 1  50 

  税金等調整前中間(当期)純利益 3,452 10.1 2,359 7.5 3,660 6.0

  法人税、住民税及び事業税 2,108 6.2 1,936 6.2 2,613 4.3

  法 人 税 等 調 整 額 △ 771 △2.3 △ 771 △2.5 △ 570 △1.0

  少 数 株 主 利 益 △ 6 △0.0 △ 8 △0.0 △ 5 △0.0

  中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 2,122 6.2 1,202 3.8 1,622 2.7

 

 11 



（３）中間連結剰余金計算書 

（単位：百万円） 
 当中間期 前中間期   前   期 期 別    

 

科 目    
( 
自 平成15年10月１日

至 平成16年３月31日
) (

自 平成14年10月１日 

至 平成15年３月31日 
) ( 

自 平成14年10月１日

至 平成15年９月30日
)

（資本剰余金の部）       

 Ⅰ資本剰余金期首残高            15,675     

  資本準備金期首残高             15,415 15,415 15,415 15,415 

 Ⅱ資 本剰余金増加高                 

   1.転 換 社 債 の 転 換            57  195  224  

  2.自 己 株 式 処 分 差 益            ― 57 35 231 35 260 

 Ⅲ資本剰余金中間期末(期末)残高  15,733  15,647  15,675 

（利益剰余金の部）       

 Ⅰ利益剰余金期首残高            21,247     

  連結剰余金期首残高             20,365 20,365 20,365 20,365 

 Ⅱ利 益剰余金増加高                 

   1.中 間 ( 当 期 ) 純 利 益            2,122  1,202  1,622  

   2.持分変動に伴う増加高 40 2,163 ― 1,202 ― 1,622 

 Ⅲ利 益剰余金減少高                 

  1.配 当 金            336  338  678  

  2.役 員 賞 与            59  58  58  

  3.従業員奨励福祉基金            1 396 1 397 4 741 

 Ⅳ利益剰余金中間期末(期末)残高  23,013  21,170  21,247 
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（４）中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：百万円）

　　　　　　　　　　　　　　　期　　別

　　科　　目

当 中 間 期 前 中 間 期 前　　　　期

（
自 平成15年10月１日

）（
自 平成14年10月１日

）（
自 平成14年10月１日

）
至 平成16年３月31日 至 平成15年３月31日 至 平成15年９月30日

金　　　　額 金　　　　額 金　　　　額

Ⅰ． 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 3,452   2,359   3,660   

減 価 償 却 費 3,437   3,275   7,112   

連 結 調 整 勘 定 償 却 額 22   21   44   

貸 倒 引 当 金 の 増 （ 減 ） 額 △ 22   △ 19   △ 29   

賞 与 引 当 金 の 増 （ 減 ） 額 △ 75   △ 210   12   

退 職 給 付 引 当 金 の 増 （ 減 ） 額 316   347   780   

役員退職慰労引当金増（減）額 △ 51   149   350   

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 25   △ 45   △ 84   

支 払 利 息 158   174   333   

為 替 差 損 益 △ 43   40   △ 29   

持分法による投資（利益）損失 △ 48   △ 28   △ 52   

有 形 固 定 資 産 除 却 損 41   69   107   

有 形 固 定 資 産 売 却 損 益 △ 3   7   1   

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ―   187   32   

売 上 債 権 の （ 増 ） 減 額 △ 1,864   163   △ 99   

た な 卸 資 産 の （ 増 ） 減 額 51   50   78   

仕 入 債 務 の 増 （ 減 ） 額 1,883   597   791   

役 員 賞 与 の 支 払 額 △ 61   △ 59   △ 59   

そ の 他 570   483   △ 272   

小　　　　　計 7,738   7,564   12,677   

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 25   48   88   

利 息 の 支 払 額 △ 129   △ 172   △ 311   

法 人 税 等 の 支 払 額 △ 932   △ 1,323   △ 2,985   

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,701   6,117   9,468   

Ⅱ． 投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 の （ 増 ） 減 額 2,000   △ 1,311   △ 1,299   

有形固定資産の取得による支出 △ 3,985   △ 3,662   △ 5,770   

有形固定資産の売却による収入 12   101   124   

無形固定資産の取得による支出 △ 95   △ 190   △ 275   

投資有価証券の取得による支出 △ 7   △ 566   △ 566   
連結の範囲の変更を伴う子会社
株 式 の 取 得 に よ る 支 出

―   △ 706   △ 706   

そ の 他 △ 11   △ 279   △ 2,001   

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,086   △ 6,615   △ 10,496   

Ⅲ． 財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 純 増 （ 減 ） 額 395   △ 698   △ 141   

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 20   19   49   

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ 1,196   △ 214   △ 3,532   

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 2,295   ―   △ 1,387   

親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払 額 △ 336   △ 338   △ 678   

そ の 他 201   △ 10   15   

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,210   △ 1,240   △ 5,674   

Ⅳ． 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 97   △ 9   △ 37   

Ⅴ． 現金及び現金同等物の増（減）額 1,306   △ 1,748   △ 6,740   

Ⅵ． 現金及び現金同等物の期首残高 16,650   23,386   23,386   

Ⅶ． 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加高 ―   4   4   

Ⅷ． 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 17,956   21,642   16,650   
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（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

（１）連結子会社数  ２１社 

    主要会社名  ハママツ・コーポレーション 

           ハママツ・ホトニクス・ドイチュラント・ゲー・エム・ベー・ハー 

           ハママツ・ホトニクス・フランス・エス・ア・エール・エル 

     （新規）   ２社 

 （２）非連結子会社数 ０社 

２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用の関連会社数 ４社 エジンバラ・インスツルメンツ・リミテッド他 

     （除外）      ０社 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

   連結子会社の中間決算日は、北京浜松光子技術有限公司、抗州浙大浜松光子科技有限公司及び㈱磐田

グランドホテルを除いて、すべて中間連結決算日と一致しております。北京浜松光子技術有限公司及

び抗州浙大浜松光子科技有限公司につきましては、決算日の 12 月 31 日を中間決算日としたうえ中間

連結財務諸表を作成しております。また、㈱磐田グランドホテルにつきましては、決算日の３月 31 日

を中間決算日としたうえ中間連結財務諸表を作成しております。 

４．会計処理基準に関する事項 

 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

    ①有価証券 

     その他有価証券 

      時価のあるもの ………………… 中間期末日の市場価格等に基づく時価法 

                     （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平

均法により算定） 

      時価のないもの ………………… 総平均法に基づく原価法 

    ②デリバティブ ……………………… 時価法 

    ③たな卸資産 

     親会社及び国内連結子会社 ……… 主として総平均法に基づく原価法 

     海外連結子会社 …………………… 主として先入先出法に基づく低価法 

 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    有形固定資産及び投資不動産等 

     親会社及び国内連結子会社 ……… 定率法 

     海外連結子会社 …………………… 定額法 

    無形固定資産 

主として定額法によっております。 

ただし、親会社及び国内連結子会社が所有する市場販売目的のソフトウェアについては、見込販

売数量に基づく償却額と残存有効期間（３年以内）に基づく均等配分額とを比較し、いずれか大

きい額を計上する方法によっております。 
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（３）重要な引当金の計上基準 

    ①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

    ②賞与引当金 

     従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

    ③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 

数理計算上の差異につきましては、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（１０年）による定額法により、翌期から費用処理することとしております。 

    ④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。 

    ⑤製品保証引当金 

海外連結子会社の一部は、製品販売後に発生する補修費に充てるため、売上高に経験率を乗じた

金額を見積り計上しております。 

 （４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は、中間連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に

含めております。 

    （会計処理方法の変更） 

在外連結子会社等の財務諸表項目のうち収益及び費用について、従来、中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算しておりましたが、当中間連結会計期間から、期中平均相場により換算する方法

に変更しております。この変更は期中を通じて発生する収益及び費用の各項目を中間決算日の直物

為替相場により換算した場合、直物為替相場の変動により経営成績を正しく反映しない可能性があ

るため、これを回避し、より実状に即して表示するために行ったものであります。 
この変更により、従来の方法によった場合と比較して、売上高は 301百万円、営業利益は 15百万円、

経常利益は 16百万円、それぞれ多く計上されております。 
 （５）重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について 

    は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 （６）ヘッジ会計の方法 

    外貨建金銭債権債務のうち、為替予約を付すものについては振当処理を行っております。また、外

貨建の予定取引の為替リスクのヘッジについては繰延ヘッジ処理を行っております。 

 （７）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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注記事項 
 

（中間連結貸借対照表関係） 

                        当中間期     前中間期     前  期  

 １．有形固定資産の減価償却累計額                  58,350 百万円 52,439 百万円 55,458 百万円 

 ２．自 己 株 式 の 数                  2,169,809 株 137,116 株 917,880 株 

 ３．無形固定資産に含まれる連結調整勘定の額 66 百万円 111 百万円 88 百万円 

 ４．担 保 に 供 し て い る 資 産                  

                        当中間期     前中間期     前  期  

     土 地              5,156 百万円 5,176 百万円 5,135 百万円 

     建 物 及 び 構 築 物              1,903  2,594  1,942 

     機 械 装 置 及 び 運 搬 具              ―  178  ― 

     工 具 、 器 具 及 び 備 品              ―  7  ― 

    上記に係る債務 

     短 期 借 入 金              419 百万円 419 百万円 419 百万円 

     一年以内返済予定長期借入金 201  327  260 

     長 期 借 入 金              1,130  2,571  1,222 

 ５．受 取 手 形 割 引 残 高 ― 百万円 ― 百万円 6 百万円 

 

 

（中間連結損益計算書関係） 

                        当中間期     前中間期     前  期  

 １．研 究 開 発 費 の 総 額                  

  販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費 4,136 百万円 4,267 百万円 8,737 百万円 

 

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 １．現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結（連結）貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

                        当中間期     前中間期     前  期  

  現 金 及 び 預 金 勘 定                   18,334 百万円 24,014 百万円 19,046 百万円 

  預入期間が３ヶ月を超える定期預金                     △ 377 百万円  △ 2,371 百万円  △ 2,395 百万円 

     現 金 及 び 現 金 同 等 物              17,956 百万円 21,642 百万円 16,650 百万円 
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（リース取引関係） 

 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

 １．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 

                        当中間期     前中間期     前  期  

  「機械装置及び運搬具」 

   取 得 価 額 相 当 額              6 百万円 11 百万円 6 百万円 

   減 価 償 却 累 計 額 相 当 額              6 百万円 5 百万円 5 百万円 

   中間期末（期末）残高相当額              0 百万円 5 百万円 1 百万円 

 

  「工具、器具及び備品」 

   取 得 価 額 相 当 額              711 百万円 324 百万円 742 百万円 

   減 価 償 却 累 計 額 相 当 額              193 百万円 181 百万円 212 百万円 

   中間期末（期末）残高相当額              517 百万円 142 百万円 529 百万円 

   （注）なお、取得価額相当額は、有形固定資産の中間期末（期末）残高等に占める未経過リース料中

間期末（期末）残高の割合が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

 

 ２．未経過リース料中間期末（期末）残高相当額 

                        当中間期     前中間期     前  期  

   １ 年 以 内           136 百万円 52 百万円 128 百万円 

   １ 年 超               381 百万円       96 百万円      402 百万円  

   合 計           517 百万円 148 百万円 531 百万円 

   （注）なお、未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、有形固定資産の中間期末（期末）残高

等に占める未経過リース料中間期末（期末）残高の割合が低いため、「支払利子込み法」により

算定しております。 

 

 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

                        当中間期     前中間期     前  期  

   支 払 リ ー ス 料           72 百万円 35 百万円 81 百万円 

   減 価償却費相当額           72 百万円 35 百万円 81 百万円 

 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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５．セグメント情報 

 

（１）事業の種類別セグメント情報 

 

  当中間期（自 平成 15 年 10 月１日 至 平成 16 年３月 31 日） （単位：百万円） 

 光電子部品 計 測 機 器     そ の 他     計 消去又は全社 連 結     

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益              

  売 上 高         

 (1) 外部顧客に対する売上高             

   セ グ メ ン ト 間 の             
 (2)  
   内部売上高または振替高             

27,564

364

6,175

14

328

―

 

 

34,068 

 
379 
 

 

 

─ 

 
(    379) 

 

34,068

―

計 27,928 6,189 328 34,447 (    379) 34,068

  営 業 費 用         19,796 5,103 404 25,303 4,444 29,748

  営業利益又は営業損失（△） 8,132 1,086 △ 75 9,143 (  4,823) 4,319

 

  前中間期（自 平成 14 年 10 月１日 至 平成 15 年３月 31 日） （単位：百万円） 

 光電子部品 計 測 機 器     そ の 他     計 消去又は全社 連 結     

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益              

  売 上 高         

 (1) 外部顧客に対する売上高             

   セ グ メ ン ト 間 の             
 (2)  
   内部売上高または振替高             

25,873

359

5,172

6

378

―

 

 

31,423 

 
366 
 

 

 

─ 

 
(    366) 

 

31,423

―

計 26,233 5,178 378 31,790 (    366) 31,423

  営 業 費 用         19,358 5,146 437 24,942 3,808 28,751

  営業利益又は営業損失（△） 6,874 32 △ 59 6,847 (  4,174) 2,672

 

  前期（自 平成 14 年 10 月１日 至 平成 15 年９月 30 日） （単位：百万円） 

 光電子部品 計 測 機 器     そ の 他     計 消去又は全社 連 結     

Ⅰ 売 上 高 及 び 営 業 損 益              

  売 上 高         

 (1) 外部顧客に対する売上高             

   セ グ メ ン ト 間 の             
 (2)  
   内部売上高または振替高             

50,173

680

10,044

11

701

―

 

 

60,919 

 
691 
 

 

 

─ 

 
(    691) 

 

60,919

―

計 50,853 10,055 701 61,610 (    691) 60,919

  営 業 費 用         38,095 10,062 851 49,009 7,819 56,829

  営業利益又は営業損失（△） 12,758 △ 6 △ 150 12,601 (  8,511) 4,089

（注）１．事業区分の方法 

     事業区分は、製品の種類及び販売市場等の類似性に基づいております。 

   ２．各事業区分に属する主要な製品の名称は、「１．企業集団の状況」に記載しております。 

   ３．当中間期、前中間期及び前期における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費

用の金額は、それぞれ、4,661 百万円、4,010 百万円、8,214 百万円であり、主として親会社の基礎

的研究費及び総務、経理部門等の全社的管理費用であります。 
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（２）所在地別セグメント情報 

 

  当中間期（自 平成 15 年 10 月１日 至 平成 16 年３月 31 日） （単位：百万円） 

 日 本     北 米     欧 州     そ の 他     計 消去又は全社 連 結     

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売 上 高           

 (1) 外部顧客に対する売上高             

 (2) セ グ メ ン ト 間 の 

     内部売上高または振替高 

20,936

9,394

6,983

350

5,909

19

238

214

 

 

34,068 

 
9,979 

─

(   9,979)

34,068

─

計 30,330 7,334 5,929 452 44,047 (   9,979) 34,068

  営 業 費 用           22,219 7,290 5,108 417 35,035 (   5,287) 29,748

  営業利益又は営業損失（△） 8,110 44 820 35 9,011 (   4,691) 4,319

 

  前中間期（自 平成 14 年 10 月１日 至 平成 15 年３月 31 日） （単位：百万円） 

 日 本     北 米     欧 州     そ の 他     計 消去又は全社 連 結     

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売 上 高           

 (1) 外部顧客に対する売上高             

 (2) セ グ メ ン ト 間 の 

     内部売上高または振替高 

19,005

8,382

7,254

468

5,046

24

116

176

 

 

31,423 

 
9,051 

─

(   9,051)

31,423

─

計 27,388 7,723 5,070 292 40,475 (   9,051) 31,423

  営 業 費 用           21,185 7,861 4,486 255 33,789 (   5,038) 28,751

  営業利益又は営業損失（△） 6,202 △ 138 583 37 6,685 (   4,013) 2,672

 

  前期（自 平成 14 年 10 月１日 至 平成 15 年９月 30 日） （単位：百万円） 

 日 本     北 米     欧 州     そ の 他     計 消去又は全社 連 結     

Ⅰ 売上高及び営業損益           

  売 上 高           

 (1) 外部顧客に対する売上高             

 (2) セ グ メ ン ト 間 の 

     内部売上高または振替高 

37,725

16,350

13,194

762

9,844

39

155

482

 

 

60,919 

 
17,634 

─

(  17,634)

60,919

─

計 54,075 13,957 9,883 637 78,554 (  17,634) 60,919

  営 業 費 用           42,665 14,201 8,782 552 66,202 (   9,372) 56,829

  営業利益又は営業損失（△） 11,409 △ 244 1,100 85 12,351 (   8,261) 4,089

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．各区分に属する主な国又は地域 

     北米 …………… 米国 

     欧州 …………… ドイツ、フランス、イギリス 

     その他 ………… 中国 

   ３．当中間期、前中間期及び前期における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、

それぞれ、 4,661 百万円、4,010 百万円、8,214 百万円であります。 
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（３）海外売上高 

 

  当中間期（自 平成 15 年 10 月１日 至 平成 16 年３月 31 日） （単位：百万円） 

  北 米      欧 州      ア ジ ア      そ の 他      計 

Ⅰ 海外売上高 7,289 5,893 3,839 161 17,184 

Ⅱ 連結売上高 ― ― ― ― 34,068 

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
21.40％ 17.30％ 11.27 0.47％ 50.44％ 

 

  前中間期（自 平成 14 年 10 月１日 至 平成 15 年３月 31 日） （単位：百万円） 

  北 米      欧 州      そ の 他      計 

Ⅰ 海外売上高 8,101 5,032 3,184 16,318 

Ⅱ 連結売上高 ― ― ― 31,423 

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
25.78％ 16.02％ 10.13％ 51.93％ 

 

  前期（自 平成 14 年 10 月１日 至 平成 15 年９月 30 日） （単位：百万円） 

  北 米      欧 州      ア ジ ア      そ の 他      計 

Ⅰ 海外売上高 14,713 9,792 6,842 330 31,678 

Ⅱ 連結売上高 ― ― ― ― 60,919 

Ⅲ 
連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
24.15％ 16.08％ 11.23％ 0.54％ 52.00％ 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．各区分に属する主な国又は地域 

     北米 …………… 米国 

     欧州 …………… ドイツ、フランス、イギリス 

     アジア ………… イスラエル、中国、韓国、台湾 

     その他 ………… オーストラリア 

   ３．地域区分の変更 

当中間期より「アジア」の売上高が連結売上高の 10％を超えたため区分表示しております。なお、前中間期の 

「その他」に含まれるアジア地域への売上高は 3,014 百万円（連結売上高に占める割合は 9.59％）であります。 
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６．生産、受注及び販売の状況 

 
（１）生産実績 
        （単位：百万円） 

 当中間期   前中間期   前  期  
自 平成15年10月１日 自 平成14年10月１日 自 平成14年10月１日

事 業 の 種 類 別         
セグメントの名称 (

至 平成16年３月31日
) (

至 平成15年３月31日
) ( 

至 平成15年９月30日
)

光 電 子 部 品         27,398 25,546  49,401 

計 測 機 器         6,075 5,226  9,834 

そ の 他         ― ―  ― 

  合  計 33,473 30,773  59,235 

（注）上記金額は販売価格で算出しており、消費税等は含まれておりません。 

 
 
（２）受注状況 
 当社グループは主に見込生産を行なっているため、受注状況の記載を省略しております。 
 
 
（３）販売実績 

     （単位：百万円） 
当中間期 前中間期 前  期 

自 平成15年10月１日 自 平成14年10月１日 自 平成14年10月１日
(
至 平成16年３月31日

) (
至 平成15年３月31日

) ( 
至 平成15年９月30日

)事 業 の 種 類 別         
セグメントの名称 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 国 内 12,887 46.8% 11,756 45.4% 22,890 45.6%

光電子部品 海 外 14,676 53.2% 14,116 54.6% 27,282 54.4%

 計 27,564 80.9% 25,873 82.3% 50,173 82.4%

 国 内 3,667 59.4% 2,970 57.4% 5,648 56.2%

計 測 機 器      海 外 2,507 40.6% 2,201 42.6% 4,395 43.8%

 計 6,175 18.1% 5,172 16.5% 10,044 16.5%

 国 内 328 100.0% 378 100.0% 701 100.0%

そ の 他      海 外 ― ―% ― ―% ― ―%

 計 328 1.0% 378 1.2% 701 1.1%

 国 内 16,883 49.6% 15,105 48.1% 29,240 48.0%

 合  計 海 外 17,184 50.4% 16,318 51.9% 31,678 52.0%

 計 34,068 100.0% 31,423 100.0% 60,919 100.0%

（注）上記金額に消費税等は含まれておりません。 
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７．有価証券 
 

当中間期（平成 16 年３月 31 日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                      （単位：百万円） 

 取 得 原 価       
中間連結貸借 

対照表計上額 
差 額       

  (1) 株    式       1,294 2,696 1,402 

  (2) 債    券       ― ― ― 

  (3) そ  の  他       ― ― ― 

   合    計       1,294 2,696 1,402 

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

   非上場株式  840百万円 
 

前中間期（平成 15 年３月 31 日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                      （単位：百万円） 

 取 得 原 価       
中間連結貸借 

対照表計上額 
差 額       

  (1) 株    式       1,113 1,075 △  38 

  (2) 債    券       ― ― ― 

  (3) そ  の  他       ― ― ― 

   合    計       1,113 1,075 △  38 

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

   非上場株式  1,346百万円 
 

前期（平成 15 年９月 30 日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

                                      （単位：百万円） 

 取 得 原 価       
連 結 貸 借       

対照表計上額 
差 額       

  (1) 株    式       1,294 2,505 1,210 

  (2) 債    券       ― ― ― 

  (3) そ  の  他       ― ― ― 

   合    計       1,294 2,505 1,210 

２．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

   非上場株式  833百万円 
 

 

 

 

８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
 

 デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いております。 
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